
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：20－021） 

 

１ パラオで 11月に開催される大統領選挙及び総選挙について、議会上院（定

数 13）に 27 名（現職 11 名、新人 16 名（トミーレメンゲサウ大統領の息子を

含む））、大統領選挙に 4 名（レメンゲサウ大統領の義弟である Surangel 

Whipps Junior 氏、Alan Sied 氏、Raynold Oilouch 副大統領及び Johnson 

Toribiong前大統領）が立候補した。 

原文 

（10th August 2020, Radio NZ） 

 

２ パラオは、国内に取り残されている外国人が帰国するためのチャーター便

を承認する。中国への帰国便はパラオに 9 月 14 日到着する予定であり、2 番目

にフィリピンへの帰国便も予定されている。 

原文 

（11th August 2020, Island Times） 

 

３ 太平洋諸島フォーラム（PIF）の次期事務局長の選任問題について、地域

のローテーションで事務局長を選出する「紳士協定」をミクロネシア地域の首

脳は主張しているが、現在のところ、同地域のマーシャル諸島 Gerald Zackios

駐米大使以外にも、トンガ出身の Amelia Kinahoi Siamomua 英連邦ジェンダー

部門長、フィジーInoke Kubuabola 元外相、ソロモン諸島出身の太平洋共同体

（SPC）元局長 Jimmie Rodgers 博士、退任予定のクック諸島 Henry Puna 首相の

計 5名が立候補しており、摩擦が発生している。  

原文 

（12th August 2020, ABC） 

 

４ キリバスのマーマウ大統領は、ガーディアン紙の独占取材に対し、いかな

る国からも大規模な融資も受け入れず、戦略的に重要なクリスマス島に中国が

基地を建設することを許可しないと述べつつ、同国は現在、気候変動による海

面上昇への対策として、浚渫による島のかさ上げを戦略として採用しており、

その支援を中国等に求めるものだと述べた。マーマウ政権は、前政権が進めて

いたフィジー等への移住政策を否定し、適切な対応により島に残ることが可能

としている。一方、浚渫はサンゴ礁の生態系に影響を与える可能性がある。ま

た、ハワイの南 2000kmに位置するクリスマス諸島では、すでに中国の協力によ

る漁業施設が建設中だが、米国は軍民共用の施設が作られることへの懸念を表

明。なお、キリバスと米国の条約では、他国が米国との協議なしにキリバスへ

軍事施設を建設することを禁止している。 

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/423183/candidates-sorted-for-palau-s-november-election
https://islandtimes.org/palau-approves-more-upcoming-charter-flights-for-stranded-foreigners/
https://www.abc.net.au/radio-australia/programs/pacificbeat/pif-ructions/12548620


原文 

（10th August 2020, The Guardian） 

 

５ 在ソロモン諸島中国大使館の参事官は、中国の各省（※行政区）がソロモ

ン諸島の全ての州と姉妹都市関係を結ぶことにより、ソロモン諸島を発展させ

る計画があると述べた。一方、マライタ州は、中国政府のいかなる投資も許可

しない姿勢を維持した。 

原文 

（12th August 2020, Solomon Star） 

 

６ 太平洋諸島フォーラム 2020経済担当大臣会合が 8月 12・13日に開催され、

健康、経済及び気候の危機に対する地域連帯に焦点が当てられた。今年 4 月に

はサイクロン・ハロルドが襲来し、COVID-19 と相まって被害が増大するなど、

多くの国に内在する経済の脆弱性が明らかになり、3 つの課題へ同時に対応す

る必要性が生じている。COVID-19 の影響による経済の縮小については、太平洋

地域全体で 4.3％縮小という予想があるところ（フィジー21.7％、パラオ

11.9％、サモア3.7％、パプアニューギニア 1.0％など）、加盟国によるCOVID-

19 経済回復タスクフォースが設立されることとなった。大臣らは、健康、イン

フラ、公共サービス、食糧安全保障への投資を含む景気回復への取組みを約束

し、より堅固な情報通信技術の開発の重要性や、交通や物流のコスト及び妨害

への対処を強調するとともに、財政不足問題に対処するための国際パートナー

からの支援を求める声明を発表した。 

原文 

（10th August 2020, Islands Business） 

原文 

（14th August 2020, Island Times） 

 

７  ミクロネシア連邦（ FSM）のポンペイに拠点を置く Micronesia 

Conservation Trust（MCT）が、 Global Island Partnership (GLISPA)の新し

い財政パートナーとなった。GLISPA はパラオとセーシェルの大統領によって設

立され、現在はグレナダとイギリス領ヴァージン諸島を含めた 4 つの島々のリ

ーダーが率いており、45 のメンバーと世界中の数百の島々や組織とともに環境

保護、持続可能な生活などに取り組んでいる。MCT は 2002 年に FSM に設立され、

FSM、パラオ、マーシャル諸島、グアム、及び北マリアナ諸島に対して生物多

様性の保護、気候変動への適応及び関連する持続可能な開発をサポートしてき

た。 

原文 

（12th August 2020, Kaselehile Press） 

 

８ フィジー警察に対する太平洋諸島警察長官（Pacific Islands Chiefs of 

Police (PICP))の議長引渡式が初めてオンラインで実施された。フィジー警察

https://www.theguardian.com/world/2020/aug/10/kiribatis-presidents-plans-to-raise-islands-in-fight-against-sea-level-rise
https://www.solomonstarnews.com/index.php/news/national/item/23932-china-plans-to-develop-all-provinces
https://www.islandsbusiness.com/past-news-break-articles/item/2907-the-triple-challenges-of-the-blue-pacific-battling-a-health-economic-and-climate-crisis-through-regional-solidarity.html
https://islandtimes.org/pacific-nations-establish-covid-19-economic-recovery-task-force/


が議長となるのは 2005 年以来で、今後 2 年間議長を務める。PICP は 1970 年に

設立された。 

原文 

（11th August 2020, PACNEWS） 

※PACNEWS は、時間帯によって表示に時間がかかる場合やアクセスできない場合がござい

ます。その際は、お手数ですが時間をしばらくおいてから再度お試しください。 

 

９ 8 月 3 日、フィリピンのドゥテルテ大統領は、南シナ海の緊張を緩和する

ことを目的として、米国などの他国の軍事演習に参加することを禁止する命令

を発出した。これに関し、フィリピン国防長官は、ある国の行動が好戦的であ

るとみなされると、通常はあらたな緊張が高まるとして、日米豪の軍事演習実

施国に慎重な実施を求めた。 

原文 

（9th August 2020, The ASEAN Post） 

 

10 8月 11日 1200 までの 1週間で、太平洋地域における COVID-19感染は特に

パプアニューギニアで急速に増加しており、感染症例数は 214 件に達し、3 人

目の死亡を記録した。大きな懸念としてブーゲンビル自治州でポートモレスビ

ーからの旅行者による初めての感染が確認された。一方、感染の急増にもかか

わらず、マラぺ首相はロックダウンの除外として 8月 17日から学校教育を再開

する。隣接するインドネシアのパプア州では感染症例数が 3,278 件となり、西

パプア州では 557 件となった。また、ニューカレドニアで 3 週間ぶりに 1 件の

感染が確認され、先月国際旅行が再開されたフランス領ポリネシアでは新たに

7 件の感染が確認された。北マリアナ諸島では夜間外出禁止令が発令されてい

るが、今週も 2件の感染が確認されて感染症例数は 48件となった。グアムでは

今週、準州知事を含む 53件の感染が確認されて感染症例数は 404件となり、準

州知事は全てのバーに対する 2 週間の閉店と人々の集会許可を 50 人から 25 人

に半減することを命じた。 

 太平洋諸島フォーラムは、Pacific Humanitarian Pathway on COVID-19（※

SRO News20-003参照）の枠組みにより初めてフィジーのナンディ国際空港から

ポートモレスビーへ 44㎥の医療物資が空輸されたことを歓迎した。 

 国連とアジア開発銀行はオンライン会議を開催し、ソロモン諸島、キリバス、

トンガ、ツバル、バヌアツ及びフィジーの代表が国境手続きの地域連携につい

て議論した。 

 フィジーでは、政府が食糧不足の懸念に対応するため、サンゴマスの禁漁期

間を緩和した。また、EU はフィジーへの援助として 2,340 万ドル提供したが、

一方で社会保障費支払いの遅延について政府への不満が続いている。 

 バヌアツ首相が発表した 9 月の「Tamtam Travel Bubble」（※SRO News20-

019 参照）については、発表した数日後に後退し、自国民の本国送還のみを近

く実施することとなった。（※各国別の最新の詳細はリンク参照） 

原文 

（12th August 2020, Policy Forum） 

http://www.pina.com.fj/index.php?p=pacnews&m=read&o=4250639415f323dc05a579d51352ca
https://theaseanpost.com/article/militarising-south-china-sea-amid-pandemic
https://docs.google.com/document/d/1Utn29lbJIwYooy23shKGvgEbcvbkqSuP002LsqL9JaU/edit#heading=h.fa4jimx1vbp0
https://www.policyforum.net/covid-19-the-pacific-response-12-august/


 

 


